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持つ若者が増え、証券会社の開催する投資セミナ
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◆日本人の５割超が現在の資産や貯蓄に不満足？
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いては３年連続で「満足派」が「不満派」を上回

る結果となっています。

内閣府政府広報室によると、資産や貯蓄に関す

る不満が高まった理由に、「老後

が影響した可能性はあるということです。
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改正法案を、来年の通常国会に提出することを目
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◆iDeCo

定着を目指す

公的年金の所得代替率が現役世代の５割程度と

なることを目標として公的年金制度が運用される

以上、ビジネスパーソンが老後資産の形成のため

何らかの自助努力をすることは、もはや不可欠で

す。

 

上記の制度見直しでは、

業型確定拠出年金についても、企業の事務負担を

軽減したり導入のハードルをより低くしたりする

等が検討されています。

 

現在、従業員数

や年金のかたちで退職給付を支給する企業の割合

が年々下がっていますので、こうした見直しを機

に従業員の資産形成を支援する仕組みを導入し、

若者に長く安定して働いてもらえる会社という魅

力をアピールできるようにしてみてはいかがでし

ょうか。
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や働く意識、ライフスタイルや価値観などについ
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注目すべき内容を取り上げてまとめます。
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◆就業実態 

最も特徴的な点として、

員の割合は

になると正社員で働く割合が

げられます。また、女性の場合でも、

正社員割合が、

しています。

 

◆今後の就業意識

 現在就業中の

で働きたいかとの質問では、現在正社員の方もパ

ート・嘱託の方も平均して

回答しています。

60 歳未満の正社員に将来の働き方を尋ねると、

約７割が 60

えたらパートや嘱託など非正規での就業を望み、

70 歳以降はシルバー人材センターなどの臨時・短

期の仕事や、インターネット上で受注する仕事な

どを求める割合が増える傾向にあるようです。

 

◆生活満足度

 50 歳代後半と

すると、就業状況以外のすべての項目で年齢とと

もに満足度が高くなる傾向がわかります。特に、

家族や友人などの人間関係や趣味・娯楽、地域と

の関係などの満足度の上昇が目立ちます。

また、シニア世代が活用するＳＮＳの中でもＬ

ＩＮＥが最も多く、ユーザーは非ユーザーに比べ

て満足度が高く、ＩＣＴを活用するシニア世代は

コミュニケーションや情報収集の活発化を通して

満足度が高い傾向があるようです。

 

 65 歳までの定年延長・再雇用は定着しつつあり

ますが、それ以降の就業状況の満足度が低

から、60 歳代後半世代は満足する就業の場を得ら

れていないことが推測されます。自分に合った多

様な働き方を求めるシニア世代と、戦力を求める

企業との間に温度差があることは否めませんが、

この調査結果は企業のシニア活用を進めるうえで

参考の一つとなり得るでしょう。

 

【株式会社野村総合研究所・ＮＲＩ社会情報シス

テム株式会社「

https://www.nri.com/jp/news/newsrelease/lst/

2019/cc/0829_1

 

 

厚生労働省から、平成

に対する割増賃金を支払っていない企業に対して、

監督指導による賃金不払残業の是正

企業数が減少～厚生労働省調査

 

 

最も特徴的な点として、

員の割合は 50％以上を占めるのに対し、

になると正社員で働く割合が

げられます。また、女性の場合でも、

員割合が、65 歳以降では３分の１程度に減少

しています。 

今後の就業意識 

現在就業中の 65 歳未満のシニア世代に何歳ま

で働きたいかとの質問では、現在正社員の方もパ

ート・嘱託の方も平均して

回答しています。 

歳未満の正社員に将来の働き方を尋ねると、
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えたらパートや嘱託など非正規での就業を望み、

歳以降はシルバー人材センターなどの臨時・短

期の仕事や、インターネット上で受注する仕事な

どを求める割合が増える傾向にあるようです。

生活満足度 

歳代後半と 60 歳代後半の生活満足度を比較

すると、就業状況以外のすべての項目で年齢とと
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の関係などの満足度の上昇が目立ちます。

また、シニア世代が活用するＳＮＳの中でもＬ

ＩＮＥが最も多く、ユーザーは非ユーザーに比べ

て満足度が高く、ＩＣＴを活用するシニア世代は

コミュニケーションや情報収集の活発化を通して

満足度が高い傾向があるようです。

歳までの定年延長・再雇用は定着しつつあり

ますが、それ以降の就業状況の満足度が低

歳代後半世代は満足する就業の場を得ら

れていないことが推測されます。自分に合った多

様な働き方を求めるシニア世代と、戦力を求める

企業との間に温度差があることは否めませんが、

この調査結果は企業のシニア活用を進めるうえで

参考の一つとなり得るでしょう。
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年度に時間外労働など

に対する割増賃金を支払っていない企業に対して、

労働基準法違反で是正指導した結果が公表されま

した。

 

全国の労働基準監督署が、賃金不払残業に関す

る労働者からの申告や各種情報に基づき企業への

監督指導を行った結果、平成

31年３月までの期間に不払いだった割増賃金が各

労働者に支払われたもののうち、その支払額が１

企業で合計

めたものです。

 

◆平成

是正結果のポイント

(1) 

（前年度比

うち、

228

 

(2) 

（同８万

 

(3) 

6,381

 

(4) 

り 711

 

いずれも前年度に比べ減少しています。また、監

督指導の対象となった企業では、賃金不払残業の

解消のために様々な取組みが行われています。

その一つとして、ある金融業の取組事例が以下の

とおり紹介されています。

 

◆賃金不払残業の状況

○割増賃金が月

の労働者からの情報を基に、労基署が立入調査を

実施。

 

○会社は、自己申告（労働者による労働時間管理

表への手書き）により労働時間を管理していたが、

自己申告の時間外労働の実績は最大月

なっており、自己申告の記録とパソコンのログ記

録や金庫の開閉記録とのかい離が認められたこと

から、賃金不払残業の疑いが認められたため、労

働時間の実態調査を行うよう指導。

 

◆企業が実施した解消策

○会社は、パソコンのログ記録や金庫の開閉記録

などを基に労働時間の実態調査を行った上で、不

払いとなっていた割増賃金を支払った。
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人
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その一つとして、ある金融業の取組事例が以下の

の労働者からの情報を基に、労基署が立入調査を

○会社は、自己申告（労働者による労働時間管理

表への手書き）により労働時間を管理していたが、

なっており、自己申告の記録とパソコンのログ記

録や金庫の開閉記録とのかい離が認められたこと

から、賃金不払残業の疑いが認められたため、労

○会社は、パソコンのログ記録や金庫の開閉記録

などを基に労働時間の実態調査を行った上で、不

○賃金不払残業の解消のために次の取組みを実施



 

① 支店長会議において、経営陣から各支店長

に対し、労働時間管理に関する不適切な現状お

よびコンプライアンスの重要性を説明し、労働

時間管理の重要性について認識を共有した。

② 労働時間の適正管理を徹底するため、自己

申告による労働時間管理を見直し、

客観的な記録による管理とした。

③ ICカードにより終業時刻の記録を行った後

に業務に従事していないかを確認するため、本

店による抜き打ち監査を定期的に実施すること

とした。 

 

 厚生労働省では、引き続き、賃金不払残業の解

消に向け、監督指導を徹底していくとしています。

 

 

◆９月は健康増進普及月間です

厚生労働省は、９月を「健康増進普及月間」と

定め、生活習慣の改善の重要性について国民１人

ひとりの理解を深め、さらにその健康づくりの実

践を促進するためとして、啓発普及活動を全国的

に行っています。今年は「睡眠」をテーマに、「睡

眠啓発イベント」も開催するようです。労働者の

睡眠・休養の問題は、個人の健康のみならず、会

社の生産性にも影響を与えるものとして無視でき

ないものです。

 

◆日本人の睡眠時間は世界的にも短い

ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）による

国際比較調査によれば、加盟国中、日本は最も睡

眠時間が短いそうです。ＯＥＣＤ平均が８時間

分である一方、日本は７時間

という結果となっています。

また、厚生労働省が

康・栄養調査」の結果では、１日の平均睡眠時間

は、男女とも「６時間以上７時間未満」とする割

合が最も多く、６時間未満という者の割合が年々

増加していることが指摘されています。

 

◆睡眠不足によって生産性やメンタル異常を感じ

る人は 80

睡眠・体内時計ベンチャーの株式会社Ｏ：（オ

ー）が、企業向け睡眠支援サービスＯ：ＳＬＥＥ

Ｐから取得した客観的睡眠データを元に行った日

本人の睡眠時間の不足の実態調査によると、睡眠

に対して不満を持っているのは全体の約７割で、

睡眠不足による生産性の低下やメンタル異常を感

じる人も、割合はいずれも全体の約

果が出たそうです。

 

働く人の睡眠問題～睡眠不足は生産

性を低下させる？

 

支店長会議において、経営陣から各支店長

に対し、労働時間管理に関する不適切な現状お

よびコンプライアンスの重要性を説明し、労働

時間管理の重要性について認識を共有した。

労働時間の適正管理を徹底するため、自己

申告による労働時間管理を見直し、

客観的な記録による管理とした。

カードにより終業時刻の記録を行った後

に業務に従事していないかを確認するため、本

店による抜き打ち監査を定期的に実施すること

 

厚生労働省では、引き続き、賃金不払残業の解

消に向け、監督指導を徹底していくとしています。

９月は健康増進普及月間です

厚生労働省は、９月を「健康増進普及月間」と

定め、生活習慣の改善の重要性について国民１人

ひとりの理解を深め、さらにその健康づくりの実

践を促進するためとして、啓発普及活動を全国的

に行っています。今年は「睡眠」をテーマに、「睡

眠啓発イベント」も開催するようです。労働者の

睡眠・休養の問題は、個人の健康のみならず、会

社の生産性にも影響を与えるものとして無視でき

ないものです。 

日本人の睡眠時間は世界的にも短い

ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）による

国際比較調査によれば、加盟国中、日本は最も睡

眠時間が短いそうです。ＯＥＣＤ平均が８時間

分である一方、日本は７時間

という結果となっています。

また、厚生労働省が 2016

康・栄養調査」の結果では、１日の平均睡眠時間

は、男女とも「６時間以上７時間未満」とする割

合が最も多く、６時間未満という者の割合が年々

増加していることが指摘されています。

睡眠不足によって生産性やメンタル異常を感じ

80％以上 

睡眠・体内時計ベンチャーの株式会社Ｏ：（オ

ー）が、企業向け睡眠支援サービスＯ：ＳＬＥＥ

Ｐから取得した客観的睡眠データを元に行った日

本人の睡眠時間の不足の実態調査によると、睡眠

に対して不満を持っているのは全体の約７割で、

睡眠不足による生産性の低下やメンタル異常を感

じる人も、割合はいずれも全体の約

果が出たそうです。 

働く人の睡眠問題～睡眠不足は生産

性を低下させる？

支店長会議において、経営陣から各支店長

に対し、労働時間管理に関する不適切な現状お

よびコンプライアンスの重要性を説明し、労働

時間管理の重要性について認識を共有した。

労働時間の適正管理を徹底するため、自己

申告による労働時間管理を見直し、

客観的な記録による管理とした。

カードにより終業時刻の記録を行った後

に業務に従事していないかを確認するため、本

店による抜き打ち監査を定期的に実施すること

厚生労働省では、引き続き、賃金不払残業の解

消に向け、監督指導を徹底していくとしています。

９月は健康増進普及月間です 

厚生労働省は、９月を「健康増進普及月間」と

定め、生活習慣の改善の重要性について国民１人

ひとりの理解を深め、さらにその健康づくりの実

践を促進するためとして、啓発普及活動を全国的

に行っています。今年は「睡眠」をテーマに、「睡

眠啓発イベント」も開催するようです。労働者の

睡眠・休養の問題は、個人の健康のみならず、会

社の生産性にも影響を与えるものとして無視でき

日本人の睡眠時間は世界的にも短い

ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）による

国際比較調査によれば、加盟国中、日本は最も睡

眠時間が短いそうです。ＯＥＣＤ平均が８時間

分である一方、日本は７時間 22 分と１時間も短い

という結果となっています。 

2016 年に公表した「国民健

康・栄養調査」の結果では、１日の平均睡眠時間

は、男女とも「６時間以上７時間未満」とする割

合が最も多く、６時間未満という者の割合が年々

増加していることが指摘されています。

睡眠不足によって生産性やメンタル異常を感じ

睡眠・体内時計ベンチャーの株式会社Ｏ：（オ

ー）が、企業向け睡眠支援サービスＯ：ＳＬＥＥ

Ｐから取得した客観的睡眠データを元に行った日

本人の睡眠時間の不足の実態調査によると、睡眠

に対して不満を持っているのは全体の約７割で、

睡眠不足による生産性の低下やメンタル異常を感

じる人も、割合はいずれも全体の約

働く人の睡眠問題～睡眠不足は生産

性を低下させる？ 

支店長会議において、経営陣から各支店長

に対し、労働時間管理に関する不適切な現状お

よびコンプライアンスの重要性を説明し、労働

時間管理の重要性について認識を共有した。

労働時間の適正管理を徹底するため、自己

申告による労働時間管理を見直し、IC カードの

客観的な記録による管理とした。 

カードにより終業時刻の記録を行った後

に業務に従事していないかを確認するため、本

店による抜き打ち監査を定期的に実施すること

厚生労働省では、引き続き、賃金不払残業の解

消に向け、監督指導を徹底していくとしています。

厚生労働省は、９月を「健康増進普及月間」と

定め、生活習慣の改善の重要性について国民１人

ひとりの理解を深め、さらにその健康づくりの実

践を促進するためとして、啓発普及活動を全国的

に行っています。今年は「睡眠」をテーマに、「睡

眠啓発イベント」も開催するようです。労働者の

睡眠・休養の問題は、個人の健康のみならず、会

社の生産性にも影響を与えるものとして無視でき

日本人の睡眠時間は世界的にも短い 

ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）による 2018 年の

国際比較調査によれば、加盟国中、日本は最も睡

眠時間が短いそうです。ＯＥＣＤ平均が８時間

分と１時間も短い

年に公表した「国民健

康・栄養調査」の結果では、１日の平均睡眠時間

は、男女とも「６時間以上７時間未満」とする割

合が最も多く、６時間未満という者の割合が年々

増加していることが指摘されています。 

睡眠不足によって生産性やメンタル異常を感じ

睡眠・体内時計ベンチャーの株式会社Ｏ：（オ

ー）が、企業向け睡眠支援サービスＯ：ＳＬＥＥ

Ｐから取得した客観的睡眠データを元に行った日

本人の睡眠時間の不足の実態調査によると、睡眠

に対して不満を持っているのは全体の約７割で、

睡眠不足による生産性の低下やメンタル異常を感

じる人も、割合はいずれも全体の約 85％という結

働く人の睡眠問題～睡眠不足は生産

 

支店長会議において、経営陣から各支店長

に対し、労働時間管理に関する不適切な現状お

よびコンプライアンスの重要性を説明し、労働

時間管理の重要性について認識を共有した。 

労働時間の適正管理を徹底するため、自己

カードの

カードにより終業時刻の記録を行った後

に業務に従事していないかを確認するため、本

店による抜き打ち監査を定期的に実施すること

厚生労働省では、引き続き、賃金不払残業の解

消に向け、監督指導を徹底していくとしています。 

 

厚生労働省は、９月を「健康増進普及月間」と

定め、生活習慣の改善の重要性について国民１人

ひとりの理解を深め、さらにその健康づくりの実

践を促進するためとして、啓発普及活動を全国的

に行っています。今年は「睡眠」をテーマに、「睡

眠啓発イベント」も開催するようです。労働者の

睡眠・休養の問題は、個人の健康のみならず、会

社の生産性にも影響を与えるものとして無視でき

年の

国際比較調査によれば、加盟国中、日本は最も睡

眠時間が短いそうです。ＯＥＣＤ平均が８時間 25

分と１時間も短い

年に公表した「国民健

康・栄養調査」の結果では、１日の平均睡眠時間

は、男女とも「６時間以上７時間未満」とする割

合が最も多く、６時間未満という者の割合が年々

睡眠不足によって生産性やメンタル異常を感じ

睡眠・体内時計ベンチャーの株式会社Ｏ：（オ

ー）が、企業向け睡眠支援サービスＯ：ＳＬＥＥ

Ｐから取得した客観的睡眠データを元に行った日

本人の睡眠時間の不足の実態調査によると、睡眠

に対して不満を持っているのは全体の約７割で、

睡眠不足による生産性の低下やメンタル異常を感

％という結

◆職場ぐるみの取組みが求められる

厚生労働省は、睡眠分野における国民の健康づ

くりのための取組みとして、「健康づくりのため

の睡眠指針」というものを策定しています。その

なかでも、睡眠不足

されており、睡眠時間確保のための職場ぐるみの

取組みが大切であると述べています。

最近では、社内に昼寝スペースを設けたり、睡

眠に関する社内研修を実施したりするなど、「睡

眠・休養」をテーマに生産性向上や働き方改革に

取り組む企業も増えています。忙しい職場ですぐ

に対策を講じることは難しいかもしれませんが、

生産性の向上という観点から、睡眠・休養への取

組みを検討してみてはいかがでしょうか。

 

 

◆テレワークを巡る動き

政府は

ク開催期間中の交通混雑緩和に向け、７月

ら９月６日の約１カ月間をテレワーク・デイズ

2019

呼びかけました。今年は

年の

多様な働き方を実現する働き方改革の切り札と

しても関心を集めているテレワーク制度ですが、

労働者たちにテレワークという働き方は広まった

のでしょうか。株式会社ワークポートは、全国の

転職希望者

ました。

 

◆約

対象者に、「現在の会社（直近の会社）はテレ

ワークを導入しているか」聞いたところ、「いい

え」と回答した人が

13.1

入率の低さが明らかになりました。また、「これ

までにテレワークをしたことがあるか」という質

問には、約

レワークが普及したとはいえないのが実状のよう

です。

 

◆テレワークをしたいと回答した人は

一方、「テレワークをしたいと思うか」という

質問では、「思う」「どちらかといえば思う」と

回答した人は合わせて

は、通勤時間をカットしてプライベートを充実さ

せたいとの意見が多く挙げられました。

また、働き方の多様化を支持する意見も散見さ

れ、さまざまなライフスタイルに合った働き方を

働く人の睡眠問題～睡眠不足は生産

職場ぐるみの取組みが求められる

厚生労働省は、睡眠分野における国民の健康づ

くりのための取組みとして、「健康づくりのため

の睡眠指針」というものを策定しています。その

なかでも、睡眠不足

されており、睡眠時間確保のための職場ぐるみの

取組みが大切であると述べています。

最近では、社内に昼寝スペースを設けたり、睡

眠に関する社内研修を実施したりするなど、「睡

眠・休養」をテーマに生産性向上や働き方改革に

取り組む企業も増えています。忙しい職場ですぐ

に対策を講じることは難しいかもしれませんが、

生産性の向上という観点から、睡眠・休養への取

組みを検討してみてはいかがでしょうか。

 

テレワークを巡る動き

政府は 2020

ク開催期間中の交通混雑緩和に向け、７月

ら９月６日の約１カ月間をテレワーク・デイズ

2019 実施期間と設定し、テレワークの一斉実施を

呼びかけました。今年は

年の 1,682 団体を大きく上回りました。

多様な働き方を実現する働き方改革の切り札と

しても関心を集めているテレワーク制度ですが、

労働者たちにテレワークという働き方は広まった

のでしょうか。株式会社ワークポートは、全国の

転職希望者 413

ました。 

約 90％がテレワーク経験なし

対象者に、「現在の会社（直近の会社）はテレ

ワークを導入しているか」聞いたところ、「いい

え」と回答した人が

13.1％、「はい」が

入率の低さが明らかになりました。また、「これ

までにテレワークをしたことがあるか」という質

問には、約 90％が「いいえ」と回答しました。テ

レワークが普及したとはいえないのが実状のよう

です。 

テレワークをしたいと回答した人は

一方、「テレワークをしたいと思うか」という

質問では、「思う」「どちらかといえば思う」と

回答した人は合わせて

は、通勤時間をカットしてプライベートを充実さ

せたいとの意見が多く挙げられました。

また、働き方の多様化を支持する意見も散見さ

れ、さまざまなライフスタイルに合った働き方を

テレワークは普及したのか？

職場ぐるみの取組みが求められる

厚生労働省は、睡眠分野における国民の健康づ

くりのための取組みとして、「健康づくりのため

の睡眠指針」というものを策定しています。その

なかでも、睡眠不足による作業効率の低下が指摘

されており、睡眠時間確保のための職場ぐるみの

取組みが大切であると述べています。

最近では、社内に昼寝スペースを設けたり、睡

眠に関する社内研修を実施したりするなど、「睡

眠・休養」をテーマに生産性向上や働き方改革に

取り組む企業も増えています。忙しい職場ですぐ

に対策を講じることは難しいかもしれませんが、

生産性の向上という観点から、睡眠・休養への取

組みを検討してみてはいかがでしょうか。

テレワークを巡る動き 

年東京オリンピック・パラリンピッ

ク開催期間中の交通混雑緩和に向け、７月

ら９月６日の約１カ月間をテレワーク・デイズ

実施期間と設定し、テレワークの一斉実施を

呼びかけました。今年は 2,885

団体を大きく上回りました。

多様な働き方を実現する働き方改革の切り札と

しても関心を集めているテレワーク制度ですが、

労働者たちにテレワークという働き方は広まった

のでしょうか。株式会社ワークポートは、全国の

413 人を対象にアンケート調査を行い

％がテレワーク経験なし

対象者に、「現在の会社（直近の会社）はテレ

ワークを導入しているか」聞いたところ、「いい

え」と回答した人が 68.8％、「わからない」が

％、「はい」が 18.2％となり、テレワーク導

入率の低さが明らかになりました。また、「これ

までにテレワークをしたことがあるか」という質

％が「いいえ」と回答しました。テ

レワークが普及したとはいえないのが実状のよう

テレワークをしたいと回答した人は

一方、「テレワークをしたいと思うか」という

質問では、「思う」「どちらかといえば思う」と

回答した人は合わせて 73.6

は、通勤時間をカットしてプライベートを充実さ

せたいとの意見が多く挙げられました。

また、働き方の多様化を支持する意見も散見さ

れ、さまざまなライフスタイルに合った働き方を

テレワークは普及したのか？

職場ぐるみの取組みが求められる 

厚生労働省は、睡眠分野における国民の健康づ

くりのための取組みとして、「健康づくりのため

の睡眠指針」というものを策定しています。その

による作業効率の低下が指摘

されており、睡眠時間確保のための職場ぐるみの

取組みが大切であると述べています。

最近では、社内に昼寝スペースを設けたり、睡

眠に関する社内研修を実施したりするなど、「睡

眠・休養」をテーマに生産性向上や働き方改革に

取り組む企業も増えています。忙しい職場ですぐ

に対策を講じることは難しいかもしれませんが、

生産性の向上という観点から、睡眠・休養への取

組みを検討してみてはいかがでしょうか。

 

年東京オリンピック・パラリンピッ

ク開催期間中の交通混雑緩和に向け、７月

ら９月６日の約１カ月間をテレワーク・デイズ

実施期間と設定し、テレワークの一斉実施を

2,885 団体が参加し、昨

団体を大きく上回りました。

多様な働き方を実現する働き方改革の切り札と

しても関心を集めているテレワーク制度ですが、

労働者たちにテレワークという働き方は広まった

のでしょうか。株式会社ワークポートは、全国の

人を対象にアンケート調査を行い

％がテレワーク経験なし 

対象者に、「現在の会社（直近の会社）はテレ

ワークを導入しているか」聞いたところ、「いい

％、「わからない」が

％となり、テレワーク導

入率の低さが明らかになりました。また、「これ

までにテレワークをしたことがあるか」という質

％が「いいえ」と回答しました。テ

レワークが普及したとはいえないのが実状のよう

テレワークをしたいと回答した人は

一方、「テレワークをしたいと思うか」という

質問では、「思う」「どちらかといえば思う」と

73.6％でした。理由として

は、通勤時間をカットしてプライベートを充実さ

せたいとの意見が多く挙げられました。

また、働き方の多様化を支持する意見も散見さ

れ、さまざまなライフスタイルに合った働き方を

テレワークは普及したのか？

 

厚生労働省は、睡眠分野における国民の健康づ

くりのための取組みとして、「健康づくりのため

の睡眠指針」というものを策定しています。その

による作業効率の低下が指摘

されており、睡眠時間確保のための職場ぐるみの

取組みが大切であると述べています。 

最近では、社内に昼寝スペースを設けたり、睡

眠に関する社内研修を実施したりするなど、「睡

眠・休養」をテーマに生産性向上や働き方改革に

取り組む企業も増えています。忙しい職場ですぐ

に対策を講じることは難しいかもしれませんが、

生産性の向上という観点から、睡眠・休養への取

組みを検討してみてはいかがでしょうか。 

年東京オリンピック・パラリンピッ

ク開催期間中の交通混雑緩和に向け、７月 22 日か

ら９月６日の約１カ月間をテレワーク・デイズ

実施期間と設定し、テレワークの一斉実施を

団体が参加し、昨

団体を大きく上回りました。 

多様な働き方を実現する働き方改革の切り札と

しても関心を集めているテレワーク制度ですが、

労働者たちにテレワークという働き方は広まった

のでしょうか。株式会社ワークポートは、全国の

人を対象にアンケート調査を行い

対象者に、「現在の会社（直近の会社）はテレ

ワークを導入しているか」聞いたところ、「いい

％、「わからない」が

％となり、テレワーク導

入率の低さが明らかになりました。また、「これ

までにテレワークをしたことがあるか」という質

％が「いいえ」と回答しました。テ

レワークが普及したとはいえないのが実状のよう

テレワークをしたいと回答した人は 70％以上 

一方、「テレワークをしたいと思うか」という

質問では、「思う」「どちらかといえば思う」と

％でした。理由として

は、通勤時間をカットしてプライベートを充実さ

せたいとの意見が多く挙げられました。 

また、働き方の多様化を支持する意見も散見さ

れ、さまざまなライフスタイルに合った働き方を

テレワークは普及したのか？ 

厚生労働省は、睡眠分野における国民の健康づ

くりのための取組みとして、「健康づくりのため

の睡眠指針」というものを策定しています。その

による作業効率の低下が指摘

されており、睡眠時間確保のための職場ぐるみの

最近では、社内に昼寝スペースを設けたり、睡

眠に関する社内研修を実施したりするなど、「睡

眠・休養」をテーマに生産性向上や働き方改革に

取り組む企業も増えています。忙しい職場ですぐ

に対策を講じることは難しいかもしれませんが、

生産性の向上という観点から、睡眠・休養への取

 

年東京オリンピック・パラリンピッ

日か

実施期間と設定し、テレワークの一斉実施を

団体が参加し、昨

多様な働き方を実現する働き方改革の切り札と

しても関心を集めているテレワーク制度ですが、

労働者たちにテレワークという働き方は広まった

のでしょうか。株式会社ワークポートは、全国の

人を対象にアンケート調査を行い

対象者に、「現在の会社（直近の会社）はテレ

ワークを導入しているか」聞いたところ、「いい

％となり、テレワーク導

入率の低さが明らかになりました。また、「これ

までにテレワークをしたことがあるか」という質

％が「いいえ」と回答しました。テ

レワークが普及したとはいえないのが実状のよう

 

一方、「テレワークをしたいと思うか」という

質問では、「思う」「どちらかといえば思う」と

％でした。理由として

は、通勤時間をカットしてプライベートを充実さ

また、働き方の多様化を支持する意見も散見さ

れ、さまざまなライフスタイルに合った働き方を



 

望む声が見られました。普及状況に対し、労働者

からの希望が高いことがうかがえます。

◆テレワーク制度の可能性

今後、テレワークが広く普及することになれば、

多くの人が感じている朝の通勤ストレスを大幅に

解消することが

としても有効な手段となるでしょう。

テレワークを含めた柔軟な働き方が容認される

ことによって働き手の幅も広がると考えられ、今

まで何らかの理由で働くことができなかった層に

対し就業の機会を創出することが可能となります。

人材確保の点からも検討するべき制度だといえそ

うです。 

 

【ワークポート「テレワーク」についての調査

https://www.workport.co.jp/corporate/news/

detail/693.html

 

 

◆４年連続の減少

厚生労働省の発表によると、求人企業がハロー

ワークに提出する求人票の内容と実際の労働条件

が食い違っている件数が、

となり、前年度から

2014 年が

半減となっています。

 

◆食い違いの内容

食い違いの内訳をみると、多い順から「賃金」

「就業時間」「職種・仕事の内容」となっており、

産業別では多い順から「医療・福祉」「卸・小売

り」「製造業」となっています。

 

◆改正職業安定法

このように食い違いが減少している理由のひと

つに、職業安定法の改正（昨年１月の施行分）が

あるようです。ここでその内容を改めて確認して

おきましょう。

(1) 労働条件変更の際の明示義務

(2) 求人票等による募集時の明示時効の追加

① 使用期間に関する事項

② 労働者を雇用しようとする者の氏名又は

名称 

③ 裁量労働制を採用する場合はその旨

④ いわゆる固定残業代を採用する場合の

・固定残業代算定基礎である労働時間数

（固定残業時間）および金額

・固定残業代を除外した基本給の額

・固定残業時間を超える時間外労働、休日

労働および深夜労働分についての割増賃金を

追加で支払うこと

求人票と労働条件の食い違いが減少

望む声が見られました。普及状況に対し、労働者

からの希望が高いことがうかがえます。

テレワーク制度の可能性

今後、テレワークが広く普及することになれば、

多くの人が感じている朝の通勤ストレスを大幅に

解消することができ、また災害発生時の企業対応

としても有効な手段となるでしょう。

テレワークを含めた柔軟な働き方が容認される

ことによって働き手の幅も広がると考えられ、今

まで何らかの理由で働くことができなかった層に

対し就業の機会を創出することが可能となります。

人材確保の点からも検討するべき制度だといえそ

【ワークポート「テレワーク」についての調査

https://www.workport.co.jp/corporate/news/

detail/693.html 

４年連続の減少 

厚生労働省の発表によると、求人企業がハロー

ワークに提出する求人票の内容と実際の労働条件

が食い違っている件数が、

となり、前年度から 20

年が 1万 2,252

半減となっています。 

食い違いの内容 

食い違いの内訳をみると、多い順から「賃金」

「就業時間」「職種・仕事の内容」となっており、

産業別では多い順から「医療・福祉」「卸・小売

り」「製造業」となっています。

改正職業安定法 2018

このように食い違いが減少している理由のひと

つに、職業安定法の改正（昨年１月の施行分）が

あるようです。ここでその内容を改めて確認して

おきましょう。 

労働条件変更の際の明示義務

求人票等による募集時の明示時効の追加

使用期間に関する事項

労働者を雇用しようとする者の氏名又は

 

裁量労働制を採用する場合はその旨

いわゆる固定残業代を採用する場合の

・固定残業代算定基礎である労働時間数

（固定残業時間）および金額

・固定残業代を除外した基本給の額

・固定残業時間を超える時間外労働、休日

労働および深夜労働分についての割増賃金を

追加で支払うこと 

求人票と労働条件の食い違いが減少

望む声が見られました。普及状況に対し、労働者

からの希望が高いことがうかがえます。

テレワーク制度の可能性 

今後、テレワークが広く普及することになれば、

多くの人が感じている朝の通勤ストレスを大幅に

でき、また災害発生時の企業対応

としても有効な手段となるでしょう。

テレワークを含めた柔軟な働き方が容認される

ことによって働き手の幅も広がると考えられ、今

まで何らかの理由で働くことができなかった層に

対し就業の機会を創出することが可能となります。

人材確保の点からも検討するべき制度だといえそ

【ワークポート「テレワーク」についての調査

https://www.workport.co.jp/corporate/news/

厚生労働省の発表によると、求人企業がハロー

ワークに提出する求人票の内容と実際の労働条件

が食い違っている件数が、6,811 件（

20％も減少したそうです。

2,252 件だったそうなので、ほぼ

 

食い違いの内訳をみると、多い順から「賃金」

「就業時間」「職種・仕事の内容」となっており、

産業別では多い順から「医療・福祉」「卸・小売

り」「製造業」となっています。 

2018 年 1 月 1 日施行

このように食い違いが減少している理由のひと

つに、職業安定法の改正（昨年１月の施行分）が

あるようです。ここでその内容を改めて確認して

労働条件変更の際の明示義務

求人票等による募集時の明示時効の追加

使用期間に関する事項 

労働者を雇用しようとする者の氏名又は

裁量労働制を採用する場合はその旨

いわゆる固定残業代を採用する場合の

・固定残業代算定基礎である労働時間数

（固定残業時間）および金額 

・固定残業代を除外した基本給の額

・固定残業時間を超える時間外労働、休日

労働および深夜労働分についての割増賃金を

 

求人票と労働条件の食い違いが減少

望む声が見られました。普及状況に対し、労働者

からの希望が高いことがうかがえます。 

今後、テレワークが広く普及することになれば、

多くの人が感じている朝の通勤ストレスを大幅に

でき、また災害発生時の企業対応

としても有効な手段となるでしょう。 

テレワークを含めた柔軟な働き方が容認される

ことによって働き手の幅も広がると考えられ、今

まで何らかの理由で働くことができなかった層に

対し就業の機会を創出することが可能となります。

人材確保の点からも検討するべき制度だといえそ

【ワークポート「テレワーク」についての調査

https://www.workport.co.jp/corporate/news/

厚生労働省の発表によると、求人企業がハロー

ワークに提出する求人票の内容と実際の労働条件

件（2018 年度）

％も減少したそうです。

件だったそうなので、ほぼ

食い違いの内訳をみると、多い順から「賃金」

「就業時間」「職種・仕事の内容」となっており、

産業別では多い順から「医療・福祉」「卸・小売

 

日施行 

このように食い違いが減少している理由のひと

つに、職業安定法の改正（昨年１月の施行分）が

あるようです。ここでその内容を改めて確認して

労働条件変更の際の明示義務 

求人票等による募集時の明示時効の追加

労働者を雇用しようとする者の氏名又は

裁量労働制を採用する場合はその旨 

いわゆる固定残業代を採用する場合の 

・固定残業代算定基礎である労働時間数 

 

・固定残業代を除外した基本給の額 

・固定残業時間を超える時間外労働、休日

労働および深夜労働分についての割増賃金を

求人票と労働条件の食い違いが減少 

望む声が見られました。普及状況に対し、労働者

今後、テレワークが広く普及することになれば、

多くの人が感じている朝の通勤ストレスを大幅に

でき、また災害発生時の企業対応

テレワークを含めた柔軟な働き方が容認される

ことによって働き手の幅も広がると考えられ、今

まで何らかの理由で働くことができなかった層に

対し就業の機会を創出することが可能となります。

人材確保の点からも検討するべき制度だといえそ

【ワークポート「テレワーク」についての調査】 

https://www.workport.co.jp/corporate/news/

 

厚生労働省の発表によると、求人企業がハロー

ワークに提出する求人票の内容と実際の労働条件

年度）

％も減少したそうです。 

件だったそうなので、ほぼ

食い違いの内訳をみると、多い順から「賃金」

「就業時間」「職種・仕事の内容」となっており、

産業別では多い順から「医療・福祉」「卸・小売

このように食い違いが減少している理由のひと

つに、職業安定法の改正（昨年１月の施行分）が

あるようです。ここでその内容を改めて確認して

求人票等による募集時の明示時効の追加 

労働者を雇用しようとする者の氏名又は 

 

 

・固定残業時間を超える時間外労働、休日 

労働および深夜労働分についての割増賃金を

(3) 

ーク等で求人の申込みを行った場合や、自社のホ

ームページ等でも労働条件の明示義務等に違反し

ている場合について、罰則・指導監督の強化）

 

労働条件変更等の明示義務の具体例や求人票の

サンプルなどは、厚生労働省のリーフレットが参

考になります。人手不足は落ち着いたところも多

いようですが、業種によってはまだまだ猫の手も

借りたい場合も多いでしょうから、求人にまつわ

るトラブルは少しでも避けたいところですね。

 

【厚生労働省リーフレット

ht

ou-

.pdf

 

 

◆労災発生件数の４分の１は高齢者

定年延長や、人手不足を背景として、働く高齢

者が増えています。現在では、

は、労働力人口の

このような状況にあって、働く高齢者の労働災

害が問題となってきました。厚生労働省「労働災

害発生状況」によれば、

歳以上の労働者は、前年比

人で、労災全体の４分の１を占めています。

 

◆高齢者の労災を防ぐためのカギは「転倒防止対

策」

60

故で、

労災事故は

の労働災害減少のカギとなるといえます。

転倒は、段差でつまずいたり、バランスを崩し

てしまった

齢者の場合、下肢の筋肉の衰えが影響して、転倒

しやすくなるものと考えられています。また、年

齢を重ねるとともに、視力や握力、バランス保持

能力といった身体機能は低下しますが、こうした

身体機能・認知機能の低下に気がつかず、自分で

は「できる」と過信して無理な動作をしてしまう

ことも、転倒の原因となります。

職場内の段差を極力なくす、通路を整頓して通

行しやすくするといった対策を講じるとともに、

実際の身体機能と本人の認識のズレを正すための

 

・労働者を派遣労働者として雇用しようと

する場合はその旨

(3) 罰則等の強化（虚偽の条件によりハローワ

ーク等で求人の申込みを行った場合や、自社のホ

ームページ等でも労働条件の明示義務等に違反し

ている場合について、罰則・指導監督の強化）

 

労働条件変更等の明示義務の具体例や求人票の

サンプルなどは、厚生労働省のリーフレットが参

考になります。人手不足は落ち着いたところも多

いようですが、業種によってはまだまだ猫の手も

借りたい場合も多いでしょうから、求人にまつわ

るトラブルは少しでも避けたいところですね。

 

【厚生労働省リーフレット

https://www.mhlw.go.jp/file/06

-11600000-Shokugyouanteikyoku/0000171017_1

.pdf 

 

労災発生件数の４分の１は高齢者

定年延長や、人手不足を背景として、働く高齢

者が増えています。現在では、

は、労働力人口の

このような状況にあって、働く高齢者の労働災

害が問題となってきました。厚生労働省「労働災

害発生状況」によれば、

歳以上の労働者は、前年比

人で、労災全体の４分の１を占めています。

高齢者の労災を防ぐためのカギは「転倒防止対

策」 

60歳以上の労働災害の中でも目立つのは転倒事

故で、37.8％を占めます（全世代では転倒による

労災事故は 25％程度）。転倒防止対策が、高齢者

の労働災害減少のカギとなるといえます。

転倒は、段差でつまずいたり、バランスを崩し

てしまったりすることにより起こります。特に高

齢者の場合、下肢の筋肉の衰えが影響して、転倒

しやすくなるものと考えられています。また、年

齢を重ねるとともに、視力や握力、バランス保持

能力といった身体機能は低下しますが、こうした

身体機能・認知機能の低下に気がつかず、自分で

は「できる」と過信して無理な動作をしてしまう

ことも、転倒の原因となります。

職場内の段差を極力なくす、通路を整頓して通

行しやすくするといった対策を講じるとともに、

実際の身体機能と本人の認識のズレを正すための

高齢者の労働災害が増加していま

す！改めて考えたい「高齢者が働きや

すい職場づくり」

 

・労働者を派遣労働者として雇用しようと

する場合はその旨 

罰則等の強化（虚偽の条件によりハローワ

ーク等で求人の申込みを行った場合や、自社のホ

ームページ等でも労働条件の明示義務等に違反し

ている場合について、罰則・指導監督の強化）

労働条件変更等の明示義務の具体例や求人票の

サンプルなどは、厚生労働省のリーフレットが参

考になります。人手不足は落ち着いたところも多

いようですが、業種によってはまだまだ猫の手も

借りたい場合も多いでしょうから、求人にまつわ

るトラブルは少しでも避けたいところですね。

【厚生労働省リーフレット

tps://www.mhlw.go.jp/file/06

Shokugyouanteikyoku/0000171017_1

労災発生件数の４分の１は高齢者

定年延長や、人手不足を背景として、働く高齢

者が増えています。現在では、

は、労働力人口の 12.8％を占めています。

このような状況にあって、働く高齢者の労働災

害が問題となってきました。厚生労働省「労働災

害発生状況」によれば、2018

歳以上の労働者は、前年比

人で、労災全体の４分の１を占めています。

高齢者の労災を防ぐためのカギは「転倒防止対

歳以上の労働災害の中でも目立つのは転倒事

％を占めます（全世代では転倒による

％程度）。転倒防止対策が、高齢者

の労働災害減少のカギとなるといえます。

転倒は、段差でつまずいたり、バランスを崩し

りすることにより起こります。特に高

齢者の場合、下肢の筋肉の衰えが影響して、転倒

しやすくなるものと考えられています。また、年

齢を重ねるとともに、視力や握力、バランス保持

能力といった身体機能は低下しますが、こうした

身体機能・認知機能の低下に気がつかず、自分で

は「できる」と過信して無理な動作をしてしまう

ことも、転倒の原因となります。

職場内の段差を極力なくす、通路を整頓して通

行しやすくするといった対策を講じるとともに、

実際の身体機能と本人の認識のズレを正すための

高齢者の労働災害が増加していま

す！改めて考えたい「高齢者が働きや

すい職場づくり」 

・労働者を派遣労働者として雇用しようと

罰則等の強化（虚偽の条件によりハローワ

ーク等で求人の申込みを行った場合や、自社のホ

ームページ等でも労働条件の明示義務等に違反し

ている場合について、罰則・指導監督の強化）

労働条件変更等の明示義務の具体例や求人票の

サンプルなどは、厚生労働省のリーフレットが参

考になります。人手不足は落ち着いたところも多

いようですが、業種によってはまだまだ猫の手も

借りたい場合も多いでしょうから、求人にまつわ

るトラブルは少しでも避けたいところですね。

【厚生労働省リーフレット】 

tps://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouh

Shokugyouanteikyoku/0000171017_1

労災発生件数の４分の１は高齢者 

定年延長や、人手不足を背景として、働く高齢

者が増えています。現在では、65 歳以上の労働者

％を占めています。

このような状況にあって、働く高齢者の労働災

害が問題となってきました。厚生労働省「労働災

2018 年に労災に遭った

歳以上の労働者は、前年比 10.7％増の３万

人で、労災全体の４分の１を占めています。

高齢者の労災を防ぐためのカギは「転倒防止対

歳以上の労働災害の中でも目立つのは転倒事

％を占めます（全世代では転倒による

％程度）。転倒防止対策が、高齢者

の労働災害減少のカギとなるといえます。

転倒は、段差でつまずいたり、バランスを崩し

りすることにより起こります。特に高

齢者の場合、下肢の筋肉の衰えが影響して、転倒

しやすくなるものと考えられています。また、年

齢を重ねるとともに、視力や握力、バランス保持

能力といった身体機能は低下しますが、こうした

身体機能・認知機能の低下に気がつかず、自分で

は「できる」と過信して無理な動作をしてしまう

ことも、転倒の原因となります。 

職場内の段差を極力なくす、通路を整頓して通

行しやすくするといった対策を講じるとともに、

実際の身体機能と本人の認識のズレを正すための

高齢者の労働災害が増加していま

す！改めて考えたい「高齢者が働きや

 

・労働者を派遣労働者として雇用しようと 

罰則等の強化（虚偽の条件によりハローワ

ーク等で求人の申込みを行った場合や、自社のホ

ームページ等でも労働条件の明示義務等に違反し

ている場合について、罰則・指導監督の強化） 

労働条件変更等の明示義務の具体例や求人票の

サンプルなどは、厚生労働省のリーフレットが参

考になります。人手不足は落ち着いたところも多

いようですが、業種によってはまだまだ猫の手も

借りたい場合も多いでしょうから、求人にまつわ

るトラブルは少しでも避けたいところですね。 
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定年延長や、人手不足を背景として、働く高齢

歳以上の労働者

％を占めています。 

このような状況にあって、働く高齢者の労働災

害が問題となってきました。厚生労働省「労働災

年に労災に遭った 60

％増の３万 3,246

人で、労災全体の４分の１を占めています。 

高齢者の労災を防ぐためのカギは「転倒防止対

歳以上の労働災害の中でも目立つのは転倒事

％を占めます（全世代では転倒による

％程度）。転倒防止対策が、高齢者

の労働災害減少のカギとなるといえます。 

転倒は、段差でつまずいたり、バランスを崩し

りすることにより起こります。特に高

齢者の場合、下肢の筋肉の衰えが影響して、転倒

しやすくなるものと考えられています。また、年

齢を重ねるとともに、視力や握力、バランス保持

能力といった身体機能は低下しますが、こうした

身体機能・認知機能の低下に気がつかず、自分で

は「できる」と過信して無理な動作をしてしまう

職場内の段差を極力なくす、通路を整頓して通

行しやすくするといった対策を講じるとともに、

実際の身体機能と本人の認識のズレを正すための

高齢者の労働災害が増加していま

す！改めて考えたい「高齢者が働きや

 

罰則等の強化（虚偽の条件によりハローワ

ーク等で求人の申込みを行った場合や、自社のホ

ームページ等でも労働条件の明示義務等に違反し

 

労働条件変更等の明示義務の具体例や求人票の

サンプルなどは、厚生労働省のリーフレットが参

考になります。人手不足は落ち着いたところも多

いようですが、業種によってはまだまだ猫の手も

借りたい場合も多いでしょうから、求人にまつわ
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定年延長や、人手不足を背景として、働く高齢

歳以上の労働者

このような状況にあって、働く高齢者の労働災

害が問題となってきました。厚生労働省「労働災

60

3,246

高齢者の労災を防ぐためのカギは「転倒防止対

歳以上の労働災害の中でも目立つのは転倒事

％を占めます（全世代では転倒による

％程度）。転倒防止対策が、高齢者

転倒は、段差でつまずいたり、バランスを崩し

りすることにより起こります。特に高

齢者の場合、下肢の筋肉の衰えが影響して、転倒

しやすくなるものと考えられています。また、年

齢を重ねるとともに、視力や握力、バランス保持

能力といった身体機能は低下しますが、こうした

身体機能・認知機能の低下に気がつかず、自分で

は「できる」と過信して無理な動作をしてしまう

職場内の段差を極力なくす、通路を整頓して通

行しやすくするといった対策を講じるとともに、

実際の身体機能と本人の認識のズレを正すための



 

チェックを受けてもらうことも効果的といえるで

しょう。 

 

◆これからも増え続ける「働く高齢者」のために

政府は現在、「希望する人が

会の確保」を努力義務として企業に課す方針を打

ち出しています。働く高齢者がますます増えるこ

とが想定される中、高齢者が安心して働くことの

できる職場づくりが必要となります。

働く高齢者の労働災害を防ぐため、安全確保に

取り組む中小企業を対象とした助成制度も新設さ

れる見込みです。この機会に、改めて、働く高齢

者のための環境整備について考えてみませんか。

 

 

中小企業庁では、下請取引の適正化に向けた取

組みとして、平成

型の取引慣行に向けて」における３つの基本方針

のもと、「価格決定方法の適正化」「コスト負担

の適正化」「支払条件の改善」といった課題に重

点をおいて、本来は親事業者が負担すべき費用等

を下請事業者に押しつけることがないよう、継続

的に徹底を図っているとしています。

これらの課題に対し、具体的には、親事業者に

対する立入検査や、下請Ｇメンの活用による下請

事業者に対するヒアリング調査の実施など、各種

の施策を通じて下請取引の問題解決に努め

す。今回は、その取組みの１つである、下請かけ

こみ寺についてご紹介します。

 

◆下請かけこみ寺とは？

下請取引の適正化を推進することを目的として、

経済産業省 

ものです。中小企業が抱える取引上の様々な悩み

相談への対応や裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）に

よる迅速な解決を行っており、相談員や弁護士が、

秘密厳守・相談無料で受けています。

 

◆下請かけこみ寺事業の実施状況（平成

平成 30 年度における「下請かけこみ寺」では、

相談員による相談受付

料相談 513 件および裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）

の調停申立

 

◆相談事例 

「支払日を過ぎても代金を支払ってくれない」、

「原材料が高騰しているのに単価引き上げに応じ

てくれない」、「発注元から棚卸し作業を手伝う

よう要請された」、「お客さんからキャンセルさ

れたので部品が必要なくなったと言って返品され

下請取引適正化に向けた取組みと「下

請け駆け込み寺」への相談

チェックを受けてもらうことも効果的といえるで

これからも増え続ける「働く高齢者」のために

政府は現在、「希望する人が

会の確保」を努力義務として企業に課す方針を打

ち出しています。働く高齢者がますます増えるこ

とが想定される中、高齢者が安心して働くことの

できる職場づくりが必要となります。

働く高齢者の労働災害を防ぐため、安全確保に

取り組む中小企業を対象とした助成制度も新設さ

れる見込みです。この機会に、改めて、働く高齢

者のための環境整備について考えてみませんか。

中小企業庁では、下請取引の適正化に向けた取

組みとして、平成 28 年９月に発表した「未来志向

型の取引慣行に向けて」における３つの基本方針

のもと、「価格決定方法の適正化」「コスト負担

の適正化」「支払条件の改善」といった課題に重

点をおいて、本来は親事業者が負担すべき費用等

を下請事業者に押しつけることがないよう、継続

的に徹底を図っているとしています。

これらの課題に対し、具体的には、親事業者に

対する立入検査や、下請Ｇメンの活用による下請

事業者に対するヒアリング調査の実施など、各種

の施策を通じて下請取引の問題解決に努め

す。今回は、その取組みの１つである、下請かけ

こみ寺についてご紹介します。

下請かけこみ寺とは？

下請取引の適正化を推進することを目的として、

 中小企業庁が全国

ものです。中小企業が抱える取引上の様々な悩み

相談への対応や裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）に

よる迅速な解決を行っており、相談員や弁護士が、

秘密厳守・相談無料で受けています。

下請かけこみ寺事業の実施状況（平成

年度における「下請かけこみ寺」では、

相談員による相談受付

件および裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）

の調停申立 18 件の案件に対応しています。

 

「支払日を過ぎても代金を支払ってくれない」、

「原材料が高騰しているのに単価引き上げに応じ

てくれない」、「発注元から棚卸し作業を手伝う

よう要請された」、「お客さんからキャンセルさ

れたので部品が必要なくなったと言って返品され

下請取引適正化に向けた取組みと「下

請け駆け込み寺」への相談

チェックを受けてもらうことも効果的といえるで

これからも増え続ける「働く高齢者」のために

政府は現在、「希望する人が 70 歳まで働ける機

会の確保」を努力義務として企業に課す方針を打

ち出しています。働く高齢者がますます増えるこ

とが想定される中、高齢者が安心して働くことの

できる職場づくりが必要となります。

働く高齢者の労働災害を防ぐため、安全確保に

取り組む中小企業を対象とした助成制度も新設さ

れる見込みです。この機会に、改めて、働く高齢

者のための環境整備について考えてみませんか。

中小企業庁では、下請取引の適正化に向けた取

年９月に発表した「未来志向

型の取引慣行に向けて」における３つの基本方針

のもと、「価格決定方法の適正化」「コスト負担

の適正化」「支払条件の改善」といった課題に重

点をおいて、本来は親事業者が負担すべき費用等

を下請事業者に押しつけることがないよう、継続

的に徹底を図っているとしています。

これらの課題に対し、具体的には、親事業者に

対する立入検査や、下請Ｇメンの活用による下請

事業者に対するヒアリング調査の実施など、各種

の施策を通じて下請取引の問題解決に努め

す。今回は、その取組みの１つである、下請かけ

こみ寺についてご紹介します。 

下請かけこみ寺とは？ 

下請取引の適正化を推進することを目的として、

中小企業庁が全国 48 カ所に設置した

ものです。中小企業が抱える取引上の様々な悩み

相談への対応や裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）に

よる迅速な解決を行っており、相談員や弁護士が、

秘密厳守・相談無料で受けています。

下請かけこみ寺事業の実施状況（平成

年度における「下請かけこみ寺」では、

相談員による相談受付 8,381 件、弁護士による無

件および裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）

件の案件に対応しています。

「支払日を過ぎても代金を支払ってくれない」、

「原材料が高騰しているのに単価引き上げに応じ

てくれない」、「発注元から棚卸し作業を手伝う

よう要請された」、「お客さんからキャンセルさ

れたので部品が必要なくなったと言って返品され

下請取引適正化に向けた取組みと「下

請け駆け込み寺」への相談

チェックを受けてもらうことも効果的といえるで

これからも増え続ける「働く高齢者」のために

歳まで働ける機

会の確保」を努力義務として企業に課す方針を打

ち出しています。働く高齢者がますます増えるこ

とが想定される中、高齢者が安心して働くことの

できる職場づくりが必要となります。 

働く高齢者の労働災害を防ぐため、安全確保に

取り組む中小企業を対象とした助成制度も新設さ

れる見込みです。この機会に、改めて、働く高齢

者のための環境整備について考えてみませんか。

中小企業庁では、下請取引の適正化に向けた取

年９月に発表した「未来志向

型の取引慣行に向けて」における３つの基本方針

のもと、「価格決定方法の適正化」「コスト負担

の適正化」「支払条件の改善」といった課題に重

点をおいて、本来は親事業者が負担すべき費用等

を下請事業者に押しつけることがないよう、継続

的に徹底を図っているとしています。 

これらの課題に対し、具体的には、親事業者に

対する立入検査や、下請Ｇメンの活用による下請

事業者に対するヒアリング調査の実施など、各種

の施策を通じて下請取引の問題解決に努めていま

す。今回は、その取組みの１つである、下請かけ

下請取引の適正化を推進することを目的として、

カ所に設置した

ものです。中小企業が抱える取引上の様々な悩み

相談への対応や裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）に

よる迅速な解決を行っており、相談員や弁護士が、

秘密厳守・相談無料で受けています。 

下請かけこみ寺事業の実施状況（平成 30 年度）

年度における「下請かけこみ寺」では、

件、弁護士による無

件および裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）

件の案件に対応しています。 

「支払日を過ぎても代金を支払ってくれない」、

「原材料が高騰しているのに単価引き上げに応じ

てくれない」、「発注元から棚卸し作業を手伝う

よう要請された」、「お客さんからキャンセルさ

れたので部品が必要なくなったと言って返品され

下請取引適正化に向けた取組みと「下

請け駆け込み寺」への相談 

 

チェックを受けてもらうことも効果的といえるで

これからも増え続ける「働く高齢者」のために 

歳まで働ける機

会の確保」を努力義務として企業に課す方針を打

ち出しています。働く高齢者がますます増えるこ

とが想定される中、高齢者が安心して働くことの

働く高齢者の労働災害を防ぐため、安全確保に

取り組む中小企業を対象とした助成制度も新設さ

れる見込みです。この機会に、改めて、働く高齢

者のための環境整備について考えてみませんか。 

 

中小企業庁では、下請取引の適正化に向けた取

年９月に発表した「未来志向

型の取引慣行に向けて」における３つの基本方針

のもと、「価格決定方法の適正化」「コスト負担

の適正化」「支払条件の改善」といった課題に重

点をおいて、本来は親事業者が負担すべき費用等

を下請事業者に押しつけることがないよう、継続

これらの課題に対し、具体的には、親事業者に

対する立入検査や、下請Ｇメンの活用による下請

事業者に対するヒアリング調査の実施など、各種

ていま

す。今回は、その取組みの１つである、下請かけ

下請取引の適正化を推進することを目的として、

カ所に設置した

ものです。中小企業が抱える取引上の様々な悩み

相談への対応や裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）に

よる迅速な解決を行っており、相談員や弁護士が、

年度） 

年度における「下請かけこみ寺」では、

件、弁護士による無

件および裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）

「支払日を過ぎても代金を支払ってくれない」、

「原材料が高騰しているのに単価引き上げに応じ

てくれない」、「発注元から棚卸し作業を手伝う

よう要請された」、「お客さんからキャンセルさ

れたので部品が必要なくなったと言って返品され

た」、「「歩引き」と称して、代金から一定額を

差し引かれた」、「長年取引をしていた発注元か

ら突然取引を停止させられた」など様々ですが、

特に、代金の未払い、次いで取引中止、代金の減

額に関する相談が多くあるようです。

公益財団法人全国中小企業振興機関協会の下請

かけこみ寺ホームページには、下請かけこみ寺活

用事例が紹介されていますので、ぜひ参考にして

みるとよいでしょう。

 

【全国中小企業振興機関協会「下請かけこみ寺」】

http://www.zenkyo.or.jp/kakekomi/soudan.ht

m 

 

 

出入国在留管理庁（入管庁）は、平成

在留資格取消件数を発表しました。取消件数は

件で、過去最多だった前年度の

倍以上の増加となりました。

 

◆在留資格別、国籍・地域別の内訳

在留資格別に取消件数をみると、「留学」が

件（全体の

「日本人の配偶者等」が

います。「留学」と「技能実習」で約７割を占め、

件数も前年より大幅に増加となりました。

国籍・地域別では、ベトナムが

50.0

62 件（

 

◆大幅増加の理由

在留取消件数が倍増した理由として、平成

に出入国管理及び難民認定法（以下、「入管法」

という）の改正で在留資格取消

ことが挙げられます。改正では、「在留資格に応

じた活動を行っておらず、かつ、他の活動を行い

又は行おうとして在留していること」（入管法第

22 条の４第１項５号）の取消事由が新設されまし

た。

その結果、「留学生が学校を除籍された後に、

アルバイトを行って在留していた」「技能実習生

が実習実施先から失踪後に、他の会社で稼働して

在留していた」などの事例で在留資格の取消しが

できるようになり、今回の調査では

となりました。

また、最も多かった取消事由は、「在留する者

が在留資格に応じた活動を３月（高度

月）以上行わないで在留していること」（入管法

第 22

的な事例として、「留学生が学校を除籍された後

下請取引適正化に向けた取組みと「下

た」、「「歩引き」と称して、代金から一定額を

差し引かれた」、「長年取引をしていた発注元か

ら突然取引を停止させられた」など様々ですが、

特に、代金の未払い、次いで取引中止、代金の減

額に関する相談が多くあるようです。

公益財団法人全国中小企業振興機関協会の下請

かけこみ寺ホームページには、下請かけこみ寺活

用事例が紹介されていますので、ぜひ参考にして

みるとよいでしょう。

 

【全国中小企業振興機関協会「下請かけこみ寺」】

http://www.zenkyo.or.jp/kakekomi/soudan.ht

 

 

出入国在留管理庁（入管庁）は、平成

在留資格取消件数を発表しました。取消件数は

件で、過去最多だった前年度の

倍以上の増加となりました。

在留資格別、国籍・地域別の内訳

在留資格別に取消件数をみると、「留学」が

件（全体の 49.5

「日本人の配偶者等」が

います。「留学」と「技能実習」で約７割を占め、

件数も前年より大幅に増加となりました。

国籍・地域別では、ベトナムが

50.0％）、中国が

件（7.5％）と続いています。

大幅増加の理由

在留取消件数が倍増した理由として、平成

に出入国管理及び難民認定法（以下、「入管法」

という）の改正で在留資格取消

ことが挙げられます。改正では、「在留資格に応

じた活動を行っておらず、かつ、他の活動を行い

又は行おうとして在留していること」（入管法第

条の４第１項５号）の取消事由が新設されまし

た。 

その結果、「留学生が学校を除籍された後に、

アルバイトを行って在留していた」「技能実習生

が実習実施先から失踪後に、他の会社で稼働して

在留していた」などの事例で在留資格の取消しが

できるようになり、今回の調査では

となりました。

また、最も多かった取消事由は、「在留する者

が在留資格に応じた活動を３月（高度

月）以上行わないで在留していること」（入管法

22 条の４第１項６号）で、

的な事例として、「留学生が学校を除籍された後

制度運用強化により在留資格取消件数

が過去最多に～出入国在留管理庁調査

た」、「「歩引き」と称して、代金から一定額を

差し引かれた」、「長年取引をしていた発注元か

ら突然取引を停止させられた」など様々ですが、

特に、代金の未払い、次いで取引中止、代金の減

額に関する相談が多くあるようです。

公益財団法人全国中小企業振興機関協会の下請

かけこみ寺ホームページには、下請かけこみ寺活

用事例が紹介されていますので、ぜひ参考にして

みるとよいでしょう。 

【全国中小企業振興機関協会「下請かけこみ寺」】

http://www.zenkyo.or.jp/kakekomi/soudan.ht

出入国在留管理庁（入管庁）は、平成

在留資格取消件数を発表しました。取消件数は

件で、過去最多だった前年度の

倍以上の増加となりました。

在留資格別、国籍・地域別の内訳

在留資格別に取消件数をみると、「留学」が

49.5％）、「技能実習」が

「日本人の配偶者等」が 80

います。「留学」と「技能実習」で約７割を占め、

件数も前年より大幅に増加となりました。

国籍・地域別では、ベトナムが

％）、中国が 152 件（

％）と続いています。

大幅増加の理由 

在留取消件数が倍増した理由として、平成

に出入国管理及び難民認定法（以下、「入管法」

という）の改正で在留資格取消

ことが挙げられます。改正では、「在留資格に応

じた活動を行っておらず、かつ、他の活動を行い

又は行おうとして在留していること」（入管法第

条の４第１項５号）の取消事由が新設されまし

その結果、「留学生が学校を除籍された後に、

アルバイトを行って在留していた」「技能実習生

が実習実施先から失踪後に、他の会社で稼働して

在留していた」などの事例で在留資格の取消しが

できるようになり、今回の調査では

となりました。 

また、最も多かった取消事由は、「在留する者

が在留資格に応じた活動を３月（高度

月）以上行わないで在留していること」（入管法

条の４第１項６号）で、

的な事例として、「留学生が学校を除籍された後

制度運用強化により在留資格取消件数

が過去最多に～出入国在留管理庁調査

た」、「「歩引き」と称して、代金から一定額を

差し引かれた」、「長年取引をしていた発注元か

ら突然取引を停止させられた」など様々ですが、

特に、代金の未払い、次いで取引中止、代金の減

額に関する相談が多くあるようです。

公益財団法人全国中小企業振興機関協会の下請

かけこみ寺ホームページには、下請かけこみ寺活

用事例が紹介されていますので、ぜひ参考にして

【全国中小企業振興機関協会「下請かけこみ寺」】

http://www.zenkyo.or.jp/kakekomi/soudan.ht

出入国在留管理庁（入管庁）は、平成

在留資格取消件数を発表しました。取消件数は

件で、過去最多だった前年度の 385 件を更新し２

倍以上の増加となりました。 

在留資格別、国籍・地域別の内訳 

在留資格別に取消件数をみると、「留学」が

％）、「技能実習」が 153

80 件（9.6％）と続いて

います。「留学」と「技能実習」で約７割を占め、

件数も前年より大幅に増加となりました。

国籍・地域別では、ベトナムが 416

件（18.3％）、ネパールが

％）と続いています。 

在留取消件数が倍増した理由として、平成

に出入国管理及び難民認定法（以下、「入管法」

という）の改正で在留資格取消制度が強化された

ことが挙げられます。改正では、「在留資格に応

じた活動を行っておらず、かつ、他の活動を行い

又は行おうとして在留していること」（入管法第

条の４第１項５号）の取消事由が新設されまし

その結果、「留学生が学校を除籍された後に、

アルバイトを行って在留していた」「技能実習生

が実習実施先から失踪後に、他の会社で稼働して

在留していた」などの事例で在留資格の取消しが

できるようになり、今回の調査では 216

また、最も多かった取消事由は、「在留する者

が在留資格に応じた活動を３月（高度

月）以上行わないで在留していること」（入管法

条の４第１項６号）で、384 件でした。具体

的な事例として、「留学生が学校を除籍された後

制度運用強化により在留資格取消件数

が過去最多に～出入国在留管理庁調査

た」、「「歩引き」と称して、代金から一定額を

差し引かれた」、「長年取引をしていた発注元か

ら突然取引を停止させられた」など様々ですが、

特に、代金の未払い、次いで取引中止、代金の減

額に関する相談が多くあるようです。 

公益財団法人全国中小企業振興機関協会の下請

かけこみ寺ホームページには、下請かけこみ寺活

用事例が紹介されていますので、ぜひ参考にして

【全国中小企業振興機関協会「下請かけこみ寺」】

http://www.zenkyo.or.jp/kakekomi/soudan.ht

出入国在留管理庁（入管庁）は、平成 30 年度の

在留資格取消件数を発表しました。取消件数は832

件を更新し２

 

在留資格別に取消件数をみると、「留学」が 412

件（18.4％）、

％）と続いて

います。「留学」と「技能実習」で約７割を占め、

件数も前年より大幅に増加となりました。 

416 件（全体の

％）、ネパールが

在留取消件数が倍増した理由として、平成 28 年

に出入国管理及び難民認定法（以下、「入管法」

制度が強化された

ことが挙げられます。改正では、「在留資格に応

じた活動を行っておらず、かつ、他の活動を行い

又は行おうとして在留していること」（入管法第

条の４第１項５号）の取消事由が新設されまし

その結果、「留学生が学校を除籍された後に、

アルバイトを行って在留していた」「技能実習生

が実習実施先から失踪後に、他の会社で稼働して

在留していた」などの事例で在留資格の取消しが

216 件が適用

また、最も多かった取消事由は、「在留する者

が在留資格に応じた活動を３月（高度専門職は６

月）以上行わないで在留していること」（入管法

件でした。具体

的な事例として、「留学生が学校を除籍された後

制度運用強化により在留資格取消件数

が過去最多に～出入国在留管理庁調査 

た」、「「歩引き」と称して、代金から一定額を

差し引かれた」、「長年取引をしていた発注元か

ら突然取引を停止させられた」など様々ですが、

特に、代金の未払い、次いで取引中止、代金の減

公益財団法人全国中小企業振興機関協会の下請

かけこみ寺ホームページには、下請かけこみ寺活

用事例が紹介されていますので、ぜひ参考にして

【全国中小企業振興機関協会「下請かけこみ寺」】 

http://www.zenkyo.or.jp/kakekomi/soudan.ht

 

年度の

832

件を更新し２

412

％）、

％）と続いて

います。「留学」と「技能実習」で約７割を占め、

件（全体の

％）、ネパールが

年

に出入国管理及び難民認定法（以下、「入管法」

制度が強化された

ことが挙げられます。改正では、「在留資格に応

じた活動を行っておらず、かつ、他の活動を行い

又は行おうとして在留していること」（入管法第

条の４第１項５号）の取消事由が新設されまし

その結果、「留学生が学校を除籍された後に、

アルバイトを行って在留していた」「技能実習生

が実習実施先から失踪後に、他の会社で稼働して

在留していた」などの事例で在留資格の取消しが

件が適用

また、最も多かった取消事由は、「在留する者

専門職は６

月）以上行わないで在留していること」（入管法

件でした。具体

的な事例として、「留学生が学校を除籍された後

 



 

に、３か月以上本邦に在留していた」「技能実習

生が、実習先から失踪後、親戚宅に身を寄せ、在

留資格に応じた活動を行うことなく、３か月以上

本邦に在留していた」などが挙げられます。

 

◆留学生、技能実習生を受け入れる側の問題

在留資格取消件数が増加となった一方で、留学

生を受け入れる悪質な教育機関の存在や、低賃金

や賃金不払い、長時間労働による技能実習生の失

踪の増加などが問題として挙げられています。

それらに対して、教育機関の留学生の在籍管理

の徹底や実習先企業への不正防止強化等も現在進

められています。

 

【法務省「平成

いて」】 

http://www.moj.go.jp/content/001303052.pdf

 

 

◆リクナビの「内定辞退率販売事件」

大手就職情報サイト「リクナビ」等を運営する

（株）リクルートキャリアが、自社サービスを利

用している就職活動中の学生の「内定辞退率」を

ＡＩで予測し、そのデータを

売していたとして、法的・企業倫理的な問題とな

っています。

８月 26 日、個人情報保護委員会は、個人情報の

保護に関する法律（以下「個人情報保護法」とい

う）第 20 条が求める「安全管理措置」を適切に講

じず、また同法第

人データを第三者に提供する際に必要な同意」を

得ていなかったとして、同社に対し、委員会発足

後初となる是正勧告を行いました。

また、東京労働局も９月６日、同社が職業安定

法および指針に違反していたとして、すべての事

業について同法違反がないか確認し、必要な是正

や再発防止策を講じることなどを求める指導を行

いました。 

 

◆すべての事業者は「個

改正個人情報保護法（平成

により、規模の大小に関わらず、何らかの個人情

報を取り扱う事業者には、同法が適用されていま

す。自社従業員はもちろん、自社の採用活動への

応募者や、自社サービスを利用する顧客の個人情

報も、適正に取り扱わなければなりません。

 

◆個人情報保護委員会のＱ＆Ａ

個人情報保護委員会では、個人情報の取扱いに

関する、わかりやすいガイドラインやＱ＆Ａを公

表・更新しています。Ｑ＆Ａの最新版では、

内定辞退率販売事件と個人情報保護法

に、３か月以上本邦に在留していた」「技能実習

生が、実習先から失踪後、親戚宅に身を寄せ、在

留資格に応じた活動を行うことなく、３か月以上

本邦に在留していた」などが挙げられます。

留学生、技能実習生を受け入れる側の問題

在留資格取消件数が増加となった一方で、留学

生を受け入れる悪質な教育機関の存在や、低賃金

や賃金不払い、長時間労働による技能実習生の失

踪の増加などが問題として挙げられています。

それらに対して、教育機関の留学生の在籍管理

の徹底や実習先企業への不正防止強化等も現在進

められています。 

【法務省「平成 30 年の「在留資格取消件数」につ

http://www.moj.go.jp/content/001303052.pdf

リクナビの「内定辞退率販売事件」

大手就職情報サイト「リクナビ」等を運営する

（株）リクルートキャリアが、自社サービスを利

用している就職活動中の学生の「内定辞退率」を

ＡＩで予測し、そのデータを
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後初となる是正勧告を行いました。

また、東京労働局も９月６日、同社が職業安定

法および指針に違反していたとして、すべての事

業について同法違反がないか確認し、必要な是正

や再発防止策を講じることなどを求める指導を行
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・防犯目的で、万引き・窃盗等の犯罪行為や迷

惑行為に対象を限定した上で、顔認証システム

を導入しようとする場合の注意点

・飲食店で、顧客からの予約を受付時に取得し

た個人情報の取扱い

・「貴社が保有する私の情報すべてを開示せよ」

という請求があった場合の対応

など、興味深い論点が盛り込まれています。ほ

かにも、中小企業向けに抜粋した簡易版Ｑ＆Ａな

ども公表されていますので、参考にしてはいかが

でしょうか。
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 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付

［郵便局または銀行］

 雇用保険被保険者資格取得届の提出

＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞

［公共職業安定所］
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 個人の道府県民税・市町村民税の納付

＜第３期分＞［郵便局または銀行］

 労働者死傷病報告の提出＜休業４日未満、

７月～９月分＞［労働基準監督署］

 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］

 健康保険印紙受払等報告書の提出

［年金事務所］

 労働保険料の納付＜延納第２期分＞

［郵便局または銀行］

 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況

報告書の提出［公共職業安定所］

 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者

でない場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞
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